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う視野にとどまるならば，労使関係の当事者の産業に
おけるそれぞれの機能は保持されなければならないの
であり，それが不安定になることは，労働組合にとっ
ても不安な要素である。トーマスはこのような意味に
おいては労働組合主義の立場を忠実に表明していたと
言えるであろう。
　しかし「赤い金曜日」が作り出した労使関係の状況
は，政府が当事者の位置に引き出されたと同様に，労
働組合が政府の政策に直接対抗する，正にそのような
局面であった。ここでの労働組合の位置は，すでに従
来の団体交渉における労働組合の位置ではなく，また
自由主義経済思想に基礎を置く労働者政党の予定する
労働組合の位置でもなかった。労働組合は，補助金を
引出す代償として，その補助金の支出を決める政治の
領域に入り込んだのであり，その領域での「責任」の
課題に一歩接近したのである。
　1）「金本位の崩壊の後においては，正統派，さら
　　にはユ925年の決定に際してその意見があずかって
　　力のあった人々でさえも，1925年のその回復が失
　　敗であったことを認めるにやぶさかではなかっ
　　た。」Pollard，　S．，　The　Gold　Standard　and　Em－
　　ployment　Piolcies　between　the　Wars，　p．4．
　2）Brown，　W，　A．，　The　Conflict　of　Opinion　and
　　Economic　Interest　in　England，　in：Pollard，　op．
　　cit．，　P．45．
　3）　House　of　Commons　Debates，　voL　183，　p．53．
　4）Keynes，　J．　M．，　the　Economic　Consequences
　　of　Mr．　Churchill，1925，　p，17．
　5）　Cf．　Sayers，　R．　S．，　the　Return　to　Gold；1925，
　　in：Polland，　oP．　cit．，　P．90£
　6）1922年11月の総選挙の結果，労働党は1918年の
　　230万票から420万票に得票を伸ばし，59議席から
　　142議席獲得して自由党を退け第2党の位置を確
　　保したが，「最も注目を集めた労働党の新しい議
　　員は「クライドサイド』連隊のメンバーであっ
　　た」（Mowat，　C．　L，　Britain　between　the　Wars
　　1918－1940，1955，p．147）といわれるように，　こ
　　の総選挙における労働党の躍進は，第1次大戦中
　　から戦後にかけての，クライド地区の職場委員運
　　動のような，戦闘的労働組合運動を継承するもの
　　として起っていたのである。そして保守党が国内
　　市場確保のための保護主義を宣言したことに端を
　　発する1923年末の総選挙で，保守党258，労働党，
　　191，自由党158という議席分布となり，保護主義
　　に強く反対した自由党が労働党を支持して労働党
　　内閣の形成となった。
　7）　自由党のアスキスは自由党議員総会に支持の理
　　由を次のように述べている。「当面だれがオフィ
　　スにいようと，実際に事態を支配しているもの
　　は，もしわれわれが自分の役割を理解しているな
　　らば，われわれ自身である。もし労働党内閣をわ
　　が国で試みるとしたら（早晩そうなるだろうが），
　　今ほど安全な条件で試みることはまず不可能であ
　る」Cited　in：Miliband，　R．，　Parliameutary　So－
　cialism：a　Study　in　the　Politics　of　Labour，
　1961，p．101．
8）　森恒夫「イギリス資本主義一講座『帝国主義の
　研究』4－」1975年，P，59参照。
9）　シユトウルムタール（神川・神谷訳）「ヨーロ
　ッパ労働運動の悲劇」1，　p．103f，
10）たとえばForest　of　Deanでは3人の子供を持
　つ既婚労働者の日給は4s．4d，になることにな
　り，これは生活保護基準より5d．少ないものであ
　った。Cf．　Farman，　C．，　the　General　Strike：　May
　1926，1972，p．23
11）　C£Arnot，　R．　P．，　the　Miners：Years　of　St－
　ruggle，1953，　p．348．
12）　労働組合の同情ストを決定的にしたのは，7月
　29日にボールドウィン首相が坑夫連盟に対して述
　べた「わが国のすべての労働者は，産業が自分の
　足で立てるようにするため，賃金の削減で協力し
　なければならない」という言葉が伝えられたため
　であったといわれる。Cf．　Farman，　op．　cit．，　p，25；
　Renshaw，　op．　cit．，　p．123。
13）　Cf．　Renshaw、　of．　cit．，　p．122，
14）　Cf．　ibid．，　p，125．
15）　Cited　in：Farman，　op．　cit．，　p．25，
16）Miliband，　op，　cit．，　p．123．
　第2節　ゼネストの展開と労使関係の変動
　　　　　　　　　　　1．
　石炭産業に対する補助金支出によって1925年のゼネ
ストは回避されたが，九ヵ月の支出期間は事態の解決
の可能性を少しでも生むものではなかった。補助金は
「時」を購ったに過ぎないし，その「時」は激突の準
備期間であった。民間団体として発足したOMS（the
Organization　for　the　Maintenance　of　Supplies）ltk
いつでも政府の要請に応えてその指揮下で行動できる
よう，その会員をふやしていたし，政府もこれとの協
力の関係を隠そうともしなかった。彼らが持っていた
問題意識は，新聞が「暴力の勝利」と評論し．「イギ
リスは議会や内閣によって統治されるのか．はたまた
一握りの組合指導者によって統治されるのか」と叫ん
だ1）ことからもうかがえるように，現在の労使関係で
しばしば論議されるのと同じ性楮の．統治機構維持と
いう観点であった。その延長上には1920年に定められ
た非常大権法Emergency　Powers　Actの発動が用意
されていた。これらの一切の準備は「ホワイトホール
からの『始め』Actionという一語の電報を受けると
同時に実施されることになっていた。」2）政府側の準備
とは，これに示されるように，すべてストライキ対策
として進められていたのであり，ストライキ回避の方
策は何もなされていなかった。サミュエル卿を委員長
として構成された「石炭産業に関する王立委員会」
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Royal　Commission　on　Coa1－mining　Industryに打
開策の立案を一切委ねて，政府がこのような準備を進
めていたことは，政府が紛争の当事者としての行動に
踏み切っていたこと，そして政府がすでに決定された
政策にもとつく利害関係の一方的主張者となったこと
を示している。
　これに対して労働組合側の準備は，これとは対照的
に，サミュエル委員会答申を待つ姿勢が強かった。そ
れは労働組合運動が「サミュエル委員会での慎重な審
議が石炭争議から出口を見つけるだろうと予測」して
いたためであった3）。この時期にTUCの事務局長
General　Secretaryとして頭角を現し始めていたシッ
トリンW．Citrineは，　TUCに一連の準備を準備を
提唱していたが，その主要な問題点は，有利な決定を
政府に迫るための労働団体の協議会の形成，世論を有
利に導く方法，そして闘争の指揮命令に関する権限の
集中であった。しかし，この時期に特徴的であったも
のは，労働組合指導者間の対立であった。「彼らは私
の覚書が提起した問題に取組むことを欲せず，何事に
ついて決定を延ばそうとした。彼らの間は分裂してお
り，相互にひどく疑がい合っていた」とシットリンは書
いている。この状態がスミスの発言にも見られた「赤
い金曜日」についての労働組合指導者の受け取り方の
相異を基盤とするものであることは明らかであろう。
次のステップが何かということについて，意見は決定
的に相異していたのであり，それが労働組合をしサミ
ュエル委員会の答申を待つという姿勢に傾かせたので
ある。
　しかしサミュエル委員会の答申は，事前にその骨子
は明らかであった。この委員会の構成によっても5），
またこの委員会が設置された動機からしても，それが
取りうる判断の幅はすでに極めて限定されていたので
あり6），結果もほとんどの人が予測した通りであった。
すなわち，33回の公聴会と76人の証人訊問の末1926年
3月10日に提出された報告では，石炭産業の国有化は
当然否定され，補助金の支出も「決して繰り返えされ
るべきではない」7）と全面的に否定された。つまり組合
側の主張は全面否定を受けたのである。そして，基本
的には石炭産業の私企業としての運営を認めた上で，
埋蔵鉱物所有権を国有化し，それを基礎に現存の鉱山
を統廃合することを提案した。産業のあり方として提
唱したところは，小規模鉱山の統合・整理による合理
化，流通機構の整備，利益分配を基調とする労使関係
の安定であった。
　それと同時に，委員会はこれらの産業再編成が当面
の経済的困難の打開には役立たないことを認め，補助
金支出を否定する以上，懸案事項である1924年協約の
改訂はやむを得ないことであり，経営を反映する地域
別賃率の復活は必要であり，それによってもなおかな
りの鉱山が閉山されることは不可避であるという，ほ
とんど経営者側の主張と変らない内容の勧告が行なわ
れたのであった。
　労働組合がひたすらそれを待っていた委員会答申は
このようなものであった。その特徴は，長期的視野と
短期的打開策とのギャップが極めて大きい点にあっ
た。長期的視野については，産業国有化という労働組
合の理念は否定されたとはいえ，産業運営に問題の核
心があるという点は強く主張されていた。また団体交
渉が全国的機構ですすめられる必要があるということ
も強調されていた。これらの点は原則的に経営者側に
圧力をかける性格の勧告であった。しかしそれらが労
働者に意味を持つ具体性をもって実現されるまでに辿
らなければならない曲折は，紛争に関する調査報告と
してのこの答申の意義を，長期視点から取り上げた問
題については，無に等しくしていた。反対に短期的打
開策としては，あまりにも具体的に労働組合の主張は
退けられていた。もはや交渉の余地のないまでに，こ
の答申は条件を明示していだ。経営者側の労働時間延
長，鉄道運賃の切下げという要求は否定されていた
が，それらは賃金の引下げをさらに不可避的なものと
するだけだった。そして「鉱山所有者（経営者）の提出
した計画は受け入れ難いが，MFGBは当面の状況に
対処する方策については何らの言及をしていない」8）
として，明らかに組合は非難されているのである。
　しかし，従来の労使関係における労働組合の位置を
基準とすれば，この答申は全く転倒していた。なぜな
ら，労働組合は短期的な方策については，産業運営の
客体であるという意味において，責任も権限もないは
ずであり，したがって提案すべき立場にない。そして
長期的展望についていえば，もともと資本主義経済と
は異質的な主張を持つはずのものであった。しかし答
申は長期的展望については経営者に否定的な立場をと
り，短期展望については労働組合と対立した。このこ
とはこの委員会の労働組合観が伝統的観念から離脱し
はじめていたことを示唆する。労働組合は産業運営に
一定の役割を担うべきであるという，kt・わば現代的労
使関係観の崩芽がそこには見られるのである。そして
皮肉なことに，この時点でそれが見られたことは，客
観的には，イギリス石炭産業の危機の前で，その危機
の責任をすべて労働組合に課するという結論を導き出
したのである。逆に言えば，危機の責任をすべて労働
組合に課することによって，それは産業の再編成にお
一84r・一一
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ける労働組合の役割を暗黙のうちに前提していたので
ある。そしてこの長期的展望と短期的方策における倒
錯した労働組合の位置づけが，ゼネストにおける労働
組合運動の混乱の原因となったことは，後に述べると
こである。
　　　　　　　　　　　2
　サミュエル委員会の答申は，補助金というさしあた
りの融和措置の終結を決定しただけで，事態の改善へ
の手懸りを一切作り出さなかった。したがって4月末
の補助金支出の期限が労使の　　いや労働組合と政府
の一激突となることは全く明白になった。実質的に
は交渉もなしに，ゼネストの準備は進行したのであ
る。すでに見たように局面は，経済政策を硬直的に推
進する政府と労働組合との対立であった。もし緩衝要
因があるとすれば，それは経営者の軟化であった。し
かし「経営者は1919年以来のことについて何事も学ば
なかったし，何事も忘れてはいなかった。今や彼ら
は，労働者に無条件降伏をさせようとする彼らの決意
を少しも抑えようとしない，友好的な政府を手に入れ
ていた゜」9）経営者が提示した賃金カットは，ダラムお
よび南ウェールズの切羽採炭夫の賃金を78シリングか
ら45シリング10ペンスに落すほどの規模のものであっ
た。さらに経営者は，委員会がそれは単に滞賃をふや
すだけだという理由で否定した労働時間の延長さえも
要求していた。・「坑夫は，これらの条件に直面して
は，ストライキに訴えるほかはなかった。」10）
　労働組合は4月30日に集合を開き，共同行動を討議
した。スケデュールは，今や全労働組合運動の指導者
としての能力を発揮し始めたべヴィンErnest　Bevin
によって作成され，説明された。この場合注意を払わ
れた点は，労働組合が争議をしかけたのではなく，彼
らはしかけられたのだという名分であった。交渉継続
は組合側から再三にわたって要請されていた。この過
程で5月1日の深更に，この争議の重要な布石となっ
た確認書がTUCと政府の交渉委員11）の間で作られ
た。それは「首相はTUC代表とり会談の結果，交渉
が継続されるならば，（〔経営者の〕通告が停止される
ものとして）TUC代表は〔サミュエル委員会〕報告
書の線で2週間以内に妥結が成立するものと確信して
いることにつき，満足した」12）という文章であった。
　この晦渋な文書は，政府にも労働組合にも大きな混
乱をひき起した。政府内部では会談に出席した側近を
除いて一様にこれに反綴した。これは補助金支出を2
週間延長することを意味するものと解釈され，政府の
屈服であると理解されたからである。急遽閣議はこの
文書の解釈について別の統一見解を作成し，「報告書
の真実の承認なしには」解決が不可能であり，その
「承認」とは産業の再編成に即時着手すること，当面
産業運営を経済的に可能ならしめる賃金，労働時間の
変更を含むものとした13）。同時に，この交渉を続ける
条件として，組合のストライキ指令（実はそれは未だ
発表されてはいなかったが）の即時撤回が要求され
た。政府は一一切を解決する条件で2週間分の補助金の
支出を行なうという内容に解釈を統一したわけであ
る。
　労働組合側の混乱はさらに著るしかった。TUC交
渉委員にはMFGBは含まれていなかったから，この
文書の帰趨は炭鉱労働者が委員会答申を承認するか否
かにかかっていた。しかしMFGBの執行委員はすで
に各地のオルグに出発してしまっており，委員長のク
ックは当然これを拒否した。翌日再び行なわれた会談
では，政府の見解はすでに明確になっていたから，一
層打開は困難になった。しかしここでもトーマスは，
賃金カットを含む条件で委員会報告を基礎に交渉する
権限を関係組合に要請する，という趣旨の確認書を残
した14）。
　しかし，TUC代表のこのような曖昧な対応にもか
かわらず，政府の方針はすでに「決裂」に決定してい
た。5月2日，デイリー・メイル社の印刷工がゼネス
ト非難の論説の印刷を拒否して作業を停止したことを
口実に，政府は交渉決裂を宣言した。そして9日間の
ストライキは始まったのである。
　ストライキに直面しての以上のような経過は，労働
組合側に明確に二つの流れが発生したことを物語って
いる。一つの流れは，“not　a　minute　on　the　day，　not
apenny　off　the　pay”というスローガンに表現され
るような，労働条件改悪への非妥協的な主張であり，
この主張はそれがイギリス石炭産業に何を意味するか
については一切無関心であった。他の流れは，サミュ
エル委員会の産業編成案に関心を集中し，その具体化
を引出すことを当面の目標とするもので，それが直接
には炭鉱蛍働者の労働条件切下げを認めることになる
ことを容認する立場であった。前者は極めて正統的な
労働組合の主張であったが，イギリス資本主義の当時
の歴史的状況のもとにあっては，その要求の帰結が産
業の崩壊につながる必然性にあり，それを回避するた
めには体制的領域での展望を必要とするという意味に
おいて，現実的ではなかった。また後老の主張は，そ
のような産業の条件については深くコミットしなが
ら，その展望を労働条件の切下げの上で構想するとい
う点において，労働組合の政策から離れてしまってい
た。未知数の長期的展望であるに過ぎないサミェル委
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員会の産業再編成の提唱に唯一の希望を見出していた
にTUCの指導者は，それを少しでも具体化するこ
とができればこの争議の目的の大きな部分を達成した
と認識したのであり，そのことが労働組合運動の一
ゼネストを準備する過程で政府tlt－一’時的な譲歩をさせ
るだけの政治的力量を持つにいたった労働組合運動の
　　後退につながることを認識しなかった。新しい資
本主義の段階のもとでの労働組合運動は，なおその形
成期にとどまっていたのである。
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　5月4日に始まったゼネストは，モヴァットによれ
ば，スト指令を受けた労働者（MFGB，全国鉄道労働
組合，交通一般労働組合）e＃一・一・人残らずストに参加し
たという意味と，それによって国家の通常の活動が痂
痺したという意味においてだけ「ゼネラル」であっ
た15）。鉄道の運行を例にとれば，客車運行は，LMS
社の場合，第二日が最低で3．8°／・，最終日の11日には
12．2％であった16）。これらの運行は少数の正規職員が
作業を変更して従事したものと，「志願者」（OMSの
動員にこたえたもの）によって行なわれた。OMSは
次第に政府機関に姿を変え，日用品の輸送などはこれ
ら民間の志願者によって行なわれた。自動車輸送が輸
送の主力となり，ここでは代替労働者の調達は容易だ
った17）。電気・ガスは海軍の機関員やかなりの数の正
規従業員によって確保された。失業者がスト破りの主
要な給源であったことは否定できない18）。しかし，こ
れらのストライキに反対する勢力よりはるかに有力な
政府にとっての力は，それが充分な準備を持っていた
・ということであった。市民生活が恐慌に陥らなかった
理由としてレンショーは「本当の理由は，ストライキ
が始まったときに発電所や倉庫には九日間分以上のス
トックがあったことである」と述べている19）。
　このことに示されているように，ストライキの帰趨
に決定的な影響を与えたのは，労働組合と政府とのこ
のストライキに対する意義の認識の相異であった。政
府は，チャーチルをスポークスマンとして，この争議
が政治的意義を持つものであることを強調し，そのよ
うな領域にむしろ拡げて行った。デイリー・メイル紙
の印刷工の非公認ストライキを把えて交渉を打切った
ことにもすでに明らかなように，立憲的秩序への挑戦
としてこの争議を拡大させたのであった。「政府はも
う一っの政府によって挑戦されている。組合指導者の
すべてが，彼らがゼネスト指令に同意したときに，そ
れが正当政府の基盤を脅すことであり，何世紀間もな
かった内戦を宣言することになると認識していたとは
思えない。脅かされているのは，賃金ではなく，わが
国の憲政そのものの自由である」20）とボールドウィン
は国民に呼びかけた。チャーチルもまた「ゼネストで
補助金の支出を議会に強制することと，ゼネストで国
家が望まない法律を強要することとは，何の違いもな
い。もし結論が出るまで闘いが続けられるなら，それ
は議会制の政府が転覆させられるか，それが決定的な
勝利を収めるかのいずれかでしか終りようがない」21）
と叫んだ。これに対して組合指導者の主流は，トーマ
スの言葉をかりれば，「これは革命ではなく，「何もか
も覆すことを要求する」ような類いのことではない。
これは純粋に経済的な労使の紛争に過ぎない」22）とい
う対応を示した。この対応の差異は，九日間のストラ
イキの経過にともなって，政府の補給確保がますます
着実な実績をあげることを助けたばかりではなく，上
部機関の統制のもとでストライキの施緩となり，活発
なストライキ闘争を続ける労働者の活動が治安対策の
観点から抑制され，しばしば彼らを「暴徒」に仕立て
る結果を招いた。そしてそれは指導部から争議の推進
の意欲を奪ったのである。「TUCは，もしストライ
キがより長期になれば，暴力や流血の事態や，下部レ
ペルの争議のリーダーシップが左翼過激派の手中に陥
る危険があると恐れていた」23）。　　　’
　争議の終結は，TUCの執行部とサミュエル卿との
間の非公式会談によって糸口がつけられた。これはサ
ミュエル卿の自発的な申し出によって始められたもの
で，政府は仲介者を要請する意図がなかった。労働組
合がむしろそれを望んだのである24）。サミュエル卿へ
のこのような労働組合への接近は，労働組合幹部のほ
とんどがサミュエル委員会答申に対して持っていた容
認的態度の現われであった。この答申に断固として反
対したのはMFGBだけであり，他のほとんどの組合
は，それが示した産業の長期計画がこの産業での紛争
解決の方途であると認識にしていたのである。障害は
MFGBへの不利益な処分とそれに対するMFGBの
強固な抵抗であった。サミュエル卿の登場は，労働組
合内部にあるこの差異を考慮に入れるならば，ゼネス
トのある程度の経過を踏まえて，TUC執行部が
MFGBの主張を切り捨てることを制度的に合理化す
る幕台装置を作る意味を持った。
　サミュエル卿が調停工作の過程で示した妥協案は，
委員会答申に示された内容を本質的に変えるものでは
なかった。彼自身の言葉によっても「すべてゐ提案は委
員会の勧告に盛り込まれていたもの」であった。強い
て委員会答申とこの調停作業の過程で出されたサミユ
エル・メモの差をあげれば，長期的な産業再編成問題
と短期的な労働条件変更問題とが相互に結びつけられ
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たことであり，MFGBが賃金削減を認めれば，産業
再編成を審議する体制を直ちに作る，という条件が示
されたことである。したがってゼネストの中止を決め
たものはサミュエル・メモではなかった。鉄道のトー
マスに代表される「中止派」は，条件の如何にかかわ
らず中止すべき時機であると判断しており，MFGB
が応じなけれ02’一一・方的に中止することを5月11日の時
点で明らかにしていた26）。TUC執行部がサミュエル
卿を仲介者として政府と接触し局面の打開をはかろう
としたことは明らかであり，したがって条件は問題で
はなかった。言いかえれば，もはやTUCは政府に
直接交渉する条件をすべて失い，かつ闘争を継続する
目標を見失って，サミュエル卿を仲介とすることによ
って主流派がかねて抱いていた妥協の意志を表明した
に過ぎなかった。
　それがMFGBの合意を得られないことは明らかで
あった。そのためこの調停工作は炭鉱労働者を除外し
て始められ，それは最後の瞬間まで続いた。TUC執
行部のMFGBに対するこのような措置は，ゼネスト
開始時点における共同行動の討議において，参加組合
から闘争に関する指令権が集約されているという判断
にもとついていたが，その確認は不鮮明であり，問題
が炭鉱労働者に関することである以上，この点の不鮮
明は致命的であった。しかし組合の対立の根深さを考
えれば，この不鮮明さによってはじめてゼネスト中止
の契機を把えることができたのであった。ベヴィソは
統一行動の必要を理由にMFGBを説得したが，果せ
なかった27）。そしてTUC執行部はMFGBを除い
てサミュエル・メモ受諾を決定したのであった。
　しかし，TUCが整えたこのような態勢にもかかわ
らず，ボールドウィンは，スト中止が決定されなけれ
ば，サミュエル・メモについて協議も含めて一一切の会
談に応じないという態度で迎えた。ベウィンを中心と
して労働組合側が要求した生産再開にあたっての政府
の「確約」は一切与えられなかった。政府は単純にス
トライキ中止の決定としてしかこの事態を見ようとし
なかったし，労働組合側もこのような条件でも政府と
の会談を取付けることを優先させたのであった。これ
がゼネストの終結であった。つまり，サミュエル卿に
よる調停工作は，たとえ彼自身は善意であったとして
も，政府からは一歩の譲歩を引出すことなく，労働組
合を全面的に屈服せしめた結：果に終った。「サミュエ
ル・メモは労働組合が自らのために記した屈服の理由
書に過ぎなかったのである。
　この終結の様式の中に，われわれは1926年ゼネスト
の性格を明らかに認めることができる。このゼネスト
は，労働組合に対する国家権力の総力をあげた弾圧で
あったと同時に，イギリス資本主義の後退の中にあっ
て，労働組合が戦略的目標を喪失していたことによる
自己崩壊の過程であった。MFGBの“Not　a　minute
on　the　day，　not　a　penny　off　the　pay”という強固な
方針は，労働組合主義の路線としては最も輝かしい軌
跡を残した。しかしこの労働組合主義を許容するイギ
リス資本主義の条件はすでになく，一方で労働組合主
義からどのように脱皮するかという展望は与えられて
いなかった。このような条件のもとでのMFGBの非
妥協的対応は，ハロルド・ラスキの次のような批評に
充分な根拠を与えることになったと言えるだろう。
「炭労は手に負えなかった。彼らは徹頭徹尾一寸でも
動こうとはしなかった。彼らには計画はなく，もし彼
らが思い通りにしようとすればTUCは永久に離れ
ていることになっただろう。今でも彼らは屈じないと
いう以外に何も言わない。私は彼らほど絶望的な（た
とえ勇敢だとしても）リーダーシップを金輪際見たこ
とがない。」そしてこのような展望の暗さが，MFGB
以外の労働組合にこの争議を継続して指導し続ける確
信を失なわせ，「裏切り」を強いたのであった。
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質は，労働組合運動がその内在的な論理によってイギ
リス資本主義の再編成に融合したことにある。ゼネス
トを混乱に陥れたところの，産業再編成を将来の労働
組合の存在条件として把握する発想は，ゼネスト後の
　　　　　　　　　　　　　　な労使関係の中に正に定着したのであって，石炭産業や
鉄道産業の，国家の経済政策を媒介とする独占的再編
成に，労働組合は全面的に同化したのであった。石炭
産業のその後の全国的交渉が，常に産業組織の集中と
の関連で取扱われていることに注目する必要があるだ
ろう。
　さらに重要なことは，労働組合運動のこのような経
済政策との同化によって，労働運動が掲げた産業国有
化政策が次第に内部的に変質して行くことであり，モ
リスンの「公社」public　corporation方式による産業
国有化論に結実するその動向は，その内容において産
業再編成と労働組合機能との結実を定式化したもので
あり，言葉を変えれば，イギリス資本主義の再編成に
主体的に取組むという特徴的な展開が始まるのであ
る。
　これらの展開がゼネストを転機とする労働組合運動
の変化にその起点を持つとすれば，ゼネストが現代労
使関係の起点であったという冒頭のテーゼをある程度
確認することができるであろう。
　　む　す　び
　5月12日12時20分のTUC執行部のストライキ中
止指令で終ったゼネストは，炭鉱労働者を11月まで弧
立した闘争にとり残す惨めな終結となったが，その
帰結はそのまま1930年代のイギリス労使関係の展開の
中に定着するのである。いまその要点のみを簡略にあ
げれば，まず第一には翌年の「労働争議および労働組
合法（1927年）」の制定である。この法律がゼネスト
を生み出す骨格となった労働組合の連帯を抹殺するこ
とを直接の意図としていることはあらためて言う必要
がない。労働組合運動を50年の過去に押し戻したと言
われるこの法律は，労働組合の政治的影響力にその主
要な打撃の方向を見出していた。しかしすでに労働組
合は，その力を政治的に発揮することを放棄してい
た。つまり第二の要点として指摘しておくべき特徴と
して，労働組合運動は明らかに協調の路線を選んだの
である。1927年の暮からのモソド・ターナー交渉に象
徴されるその新しい動向は，産業合理化への労働組合
の動員に易々諾々と従うことによって，労働組合執行
部の権威を回復する政策を表明していた。
　この第二の特徴は，しかし，表面的な労使協調体制
によってのみ理解されるべきではない。その重要な本
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